	販売事業登録番号　３１A
	
	
	
	


　　　　　　　

	保安機関認定番号　３１A
	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日

液化石油ガス販売事業及び保安業務実施状況報告書

（令和　　年度分）

　　鳥取県知事　 様

　　　　　　　　　　　　　　　　事業所名称

　

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　事業所所在地


　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　ファクシミリ番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail

　液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第８２条第１項並びに同法施行規則第１３２条の規定により報告します。

１　貯蔵所施設等について

（1） 貯蔵施設（法１１条ただし書きにより、所有又は占有しない場合は記入不要）
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　貯蔵量　　　　　　　ｋｇ

面積　　　　　　　㎡　店舗と同一敷地内　　敷地外　　　　店舗との距離　　　　m
保安距離　第一種保安物件まで　　　　　m　　第二種保安物件まで　　　　　m

　　　　　（物件名　　　　　　　　　　　）　　（物件名　住宅　　　）

注）保安距離：貯蔵施設の外壁から保安物件まで（民家等で屋根の庇等が突出している場合は庇まで）の距離であり、距離が２５m未満の場合は、必ず実測し小数点以下第2位を四捨五入する。

（２）特定供給設備
（容器の場合：貯蔵能力3,000kg以上，貯槽の場合：貯蔵能力1,000kg以上）

	名　　　称
	所　在　地
	貯蔵能力（kg）

	
	
	

	
	
	

	
	
	


２　許可及び届出状況等

（1） 高圧ガス保安法販売事業届（許可）　有 ・ 無　

（2） 高圧ガス保安法販売事業届出番号及び受理年月日

　　　　届出第　　　　号、　　　　　年　　月　　日受理

（3） 特定設備工事届出番号　　　　　　　　
３　業務主任者及び代理者選任状況（選任年月日を必ず記入してください）
	主任者名１
	
	免　状交付日
	
	選任年月日
	
	最終受講日
	

	主任者名２
	
	免　状交付日
	
	選任年月日
	
	最終受講日
	

	主任者名３
	
	免　状交付日
	
	選任年月日
	
	最終受講日
	

	代理者名1
	
	免　状交付日
	
	選任年月日
	
	

	代理者名２
	
	免　状交付日
	
	選任年月日
	
	


４　LPガス販売数量（令和　　年度）
	合　　計
	
	　　　　　　　　　　トン

	家庭・業務用
	
	　　　　　　　　　　トン

	工業用
	
	　　　　　　　　　　トン

	自動車用（オートガス）
	
	　　　　　　　　　　トン

	簡易ガス用（ガス事業法）
	
	　　　　　　　　　　トン


５　購入先及び購入割合

	購　入　先　名
	割合（％）
	購　入　先　名
	割合（％）

	
	
	
	

	
	
	
	


６　販売戸数【消費者戸数】（令和　　年３月末現在）
	
	業務用
	共同住宅
	一般家庭
	小　計
	合　計

	体積販売
	
	
	
	
	

	質量販売
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　

・上記供給設備のうち、貯蔵能力千キログラム未満のバルク供給設備　　　　　　箇所

７　従業者に関すること（令和　　年３月末現在）

（１）ガス販売全専従者　　　　  人　　　同兼務者　　　　人　

　　　他業務のみの従業者　　　　人

（２）ガス販売従業者（専従・兼務）のうち ： 有資格者　　　　人（重複不可）

　　　二販　　　　  人　　設備士　　　　人　　　代理者　　　　人　　　

　　　業務員　　　　人　　調査員　　　　人　　　製造　　　　  人（重複可）

ガス販売従業者名簿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（該当部分に記入又は✔）

	従業者名
	専

従
	資　格　取　得　状　況
	従　事　す　る
業　務

	
	
	設備士取得
	再講習年月日
	販
	代
	業
	調
	製
	保安
	配送
	工事
	その他

	
	
	二種販売取得
	再講習年月日
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１（１）の専従者とは，当該業務に8割以上従事しているものとする。

注２（２）の代理者は第二種販売主任者を、調査員は保安業務員の資格は有しない者の数を記入すること。

注３　ガス販売従業者名簿には設備士の免状を持っていないガス販売従業員も記入してく

ださい。
８　法第14条に基づく書面の交付状況

（１）交付済数　　　　　　　　戸（令和　　年３月末現在）

（２）様式　　①協会製　　・　②その他　　（　　　　　　　　　　　　　）

（３）帳簿作成の有無 　有 ・ 無

９　安全器具の設置状況

（１）ガス漏れ警報器　　規則第86条により設置義務のある戸数　　　　戸　　

　　　　　　　　　　　　設置済戸数　　　　戸　　設置を必要としない戸数　　　　　 戸
　　　　　　　　　　　　未設置戸数　　　　戸　　任意設置戸数（一般住宅等）　　　　 戸

（２）ヒューズコック　　設置済戸数　　　　戸　　設置を必要としない戸数　　　　　 戸

　　　　　　　　　　　　未設置戸数　　　　戸

（３）集中監視システム　　設置戸数　　　　　　　　戸（うち双方向　　　　　　　戸）

10　埋設管の管理

（１）管理台帳　　有 ・ 無

（２）管理状況

	埋設管戸数
	安全器具
	埋設管管理の方法　
	改善戸数及び内容

	　　　　　　戸
	設置済

　　　戸
	表示確認又は漏えい試験
	掘出試験
	

	
	
	　　　　　　　　　　戸
	　　　　戸
	

	
	未設置

　　　戸
	漏えい試験
	掘出試験
	

	
	
	　　　　　　　　　　戸
	　　　　戸
	


11　電算管理状況（OA化しているものに✔）
保安（点検・調査）　　　　ガスメーター　　　　調整器　　　　ガス漏れ警報器か
容器　　　　高（低）圧ホースさ　　　

12　要改善器具等

（１）警報器連動遮断又は耐震遮断装置が設置されていない消費者戸数　　　　　　戸

（２）調整器と硬質管との接続にゴムホース（30cm以内）を使用している消費者戸数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　戸

13　一酸化炭素中毒事故防止対策

（１）CO測定の実施戸数  　　　　戸（対象戸数　　　　戸）

（２）CO警報器の設置戸数　　　　戸

（３）不燃焼防止装置の付いていない器具　　風呂　　　　戸　　　湯沸　　　　戸

14　保安教育（法第18条）

（１）保安教育の実施状況　　　　　社内　　　　回　　　　　社外　　　　回

（２）保安教育簿作成の有無　　　　有 ・ 無

15　保安業務用機器等の保有状況（令和　　年３月末現在）
自記圧力計    　　　台　　　　マノメーター　　　台　　　 　ガス検知器　　　台　　

漏えい検知液  　　　個　　　　防災工具  　　　セット　 　ＣＯ測定器　　　台

ボーリングバー　　　本　　　  台秤      　　　台　　　 　空気ポンプ　　　個　　　

軽トラック    　　　台　　　　他トラック　　　台　　　 　その他（　　　　　　　）

16　保安業務

保安業務資格者の数　　　　　　人

	保安業務の区分
	認定を受けた

一般消費者の数
	他の保安機関等からの

受託戸数及び受託先名
	他の保安機関への　

委託戸数及び委託先名

	１供給開始時

点検・調査
	戸
	　　　　戸
	
	　　　　戸
	

	
	
	
	
	
	

	２容器交換時等

供給設備点検
	戸
	　　　　戸
	
	　　　　戸
	

	
	
	
	
	
	

	３定期供給設備点検
	戸
	　　　　戸
	
	　　　　戸
	

	
	
	
	
	
	

	４定期消費設備調査
	戸
	　　　　戸
	
	　　　　戸
	

	
	
	
	
	
	

	５周知
	戸
	　　　　戸
	
	　　　　戸
	

	
	
	
	
	
	

	６緊急時対応


	戸
	　　　　戸
	
	　　　　戸
	

	
	
	
	
	
	

	７緊急時連絡


	戸
	　　　　戸
	
	　　　　戸
	

	
	
	
	
	
	


17　保安業務実施状況

	　　　　保安業務の実施

　　　　　　　　　状況

　保安業務区分
	実施戸数　

（うち受託分）
	委託先実施戸数

	１　供給開始時点検・調査
	　　　　　　　　戸（　　　　　　　戸）
	　　　　　　　　戸

	２　容器交換時等供給設備
点検
	　　　　　　　　戸（　　　　　　　戸）
	　　　　　 　　戸　　　　　

	３　定期供給設備点検
	　　　　　　　　戸　（　　　　　　　戸）
	　　　　　　 　戸　　　　　

	４　定期消費設備調査
	　　　　　　　　戸（　　　　　　　戸）
	　　　　　　　　戸

	５　周　　　知
	　　　　　　　　戸（　　　　　　　戸）
	　　　　　　　　戸

	６　緊急時対応
	　　　　　　　　戸（　　　　　　　戸）
	　　　　　　　　戸

	７　緊急時連絡
	　　　　　　　　戸（　　　　　　　戸）
	　　　　　　　　戸


18　定期点検・調査の状況

（１）定期供給設備点検の未実施数　    　　　　　　 戸

（２）定期消費設備調査の未実施戸数      　　　　　　 戸

　（法第３４条ただし書き適用消費者戸数　　　　　　　 戸）

（３）点検調査の結果、基準不適合となったもののうち未改善戸数：供給設備　　　　　戸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　消費設備　　　　　戸

19　周知の方法

１年に１回以上周知が必要な戸数　　　　　戸

（対象となる燃焼器）

①開放燃焼式の瞬間湯沸器（消費量70キロワット以下。不完全燃焼防止装置の有無を問わない。）

②瞬間湯沸器（①のもの、密閉燃焼式のもの及び屋外式のものを除く。）・バーナー付きふろがま（密閉燃焼式及び屋外式のものを除く。）・ふろがま（これらについては所定の立ち消え安全装置及び不完全燃焼遮断機能を有しないものに限る。）

20　緊急出動体制の状況（該当するものに✔）

１）認定液化石油ガス販売事業者の場合
（１）外出時の通報受信及び出動体制

①携帯電話 　　　②無線車 　　　③その他 １　

（２）営業時間外（夜間・休日）の通報受信及び出動体制（自社対応の場合）

①販売所と事業者の電話が同一 　　　②販売所に宿直者が常駐   １
③転送電話により、販売所から10分以内の有資格者が出動   １　

　　④一般消費者等に出動要員の電話番号を周知し、通報受信後出動  １　　

　⑤他の保安機関（名称　　　　　　　　　　　　　　 　）へ委託 １　

（３）緊急出動区域の現状

	販売所からの距離
	消費者戸数

	５km未満
	　　　　　　　　　　戸

	５～１０km未満
	　　　　　　　　　　戸

	１０～１５km未満
	　　　　　　　　　　戸

	１５～２０km未満
	　　　　　　　　　　戸

	２０km以上
	　　　　　　　　　　戸


（４）緊急通報を受けた後、３０分以内に到着できない戸数　　　　　　戸

（５）（４）のうち、集中監視システムを接続　　　　　　　　　　　　　　

２）液化石油ガス販売事業者（認定液化石油ガス販売事業者を除く）

（１）外出時の通報受信及び出動体制

①携帯電話 　　 　②無線車 　　  ③その他 １　

（２）営業時間外（夜間・休日）の通報受信及び出動体制（自社対応の場合）

①販売所と事業者の電話が同一 １　  ②販売所に宿直者が常駐  １
③転送電話により、販売所から10分以内の有資格者が出動  １　

　　④一般消費者等に出動要員の電話番号を周知し、通報受信後出動 １　　

　　⑤他の保安機関（名称　　　　　　　　　　　　　　　）へ委託 １　

（３）緊急出動区域の現状

	販売所からの距離
	消費者戸数

	５km未満
	　　　　　　　　　　戸

	５～１０km未満
	　　　　　　　　　　戸

	１０～１５km未満
	　　　　　　　　　　戸

	１５～２０km未満
	　　　　　　　　　　戸

	２０km以上
	　　　　　　　　　　戸


（４）緊急通報を受けた後、３０分以内に到着できない戸数　　　　　　戸

（５）（４）の対応状況（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

21　その他　期間中に役員等の変更があった場合、氏名、役職、職業等を記入すること。

	役員又は構成員の変更の内容




（記入上の注意事項）

１　業務報告の期間は年度で報告すること。
　　今回報告対象期間：令和　　年４月１日から令和　　年３月３１日まで（令和　年度）
２　16保安業務中、一般消費者等の数は、認定を受けている一般消費者等の戸数を記入すること。また、他の保安機関からの受託消費者戸数及び、他の保安機関への委託消費者戸数についても記入すること。

３　17保安業務の実施状況については、令和　　年度分の実施戸数を記入すること。（自社で実施した戸数及び委託先が実施した戸数）

４　承継や販売事業の引き受けがあった事業者については、販売戸数及び保安業務実施戸数の記入に注意すること。
➡や








